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１．滋賀県中小企業振興審議会委員名簿

渡辺薬局渡邊 僖子

日本労働組合総連合会滋賀県連合会
女性委員会 事務局長

藤岡 順子

甲賀市女性の会 会長中村 初子

公募委員辻井 美智子

（株）愛・ユー・ケアサービス 代表取締役竹中 仁美

公募委員大日 常男

４号委員
（その他知事が適当と

認める者）

滋賀県市長会 副会長西川 喜代治３号委員
（行政関係職員）

滋賀県立大学人間文化学部 准教授森下 あおい

滋賀大学産業共同研究センター センター長野本 明成

龍谷大学経済学部 准教授辻田 素子

会長代理立命館大学経営学部 教授肥塚 浩

２号委員
（学識経験者）

滋賀県商工会議所連合会 会長宮崎 君武

滋賀県中小企業団体中央会 会長宮川 孝昭

(株)滋賀銀行 常務取締役西川 健三郎

髙橋金属（株） 代表取締役会長髙橋 政之

会長びわこビジターズビューロー 会長髙田 紘一

滋賀経済産業協会 会長坂口 康一

北川織物工場北川 陽子

滋賀県商工会連合会 会長川瀬 重雄

滋賀経済同友会 代表幹事桂 賢

１号委員
（産業一般経験者）

備考役職等氏 名委員の区分

（敬称略、五十音順）
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２．諮問書（写）

○写
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３．審議経過

○平成23年11月16日 第１回審議会

（１）会長および会長代理の選任について
（２）滋賀県における中小企業振興の基本的なあり方について

（諮問）
（３）会議の公開について
（４）中小企業振興の基本的なあり方検討について
（５）審議会の今後の進め方について

○平成24年2月13日 第２回審議会

（１）滋賀県における中小企業振興の基本的なあり方について

○平成24年3月28日 第３回審議会

（１）滋賀県における中小企業振興の基本的なあり方について
（答申案）
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条
例
制
定

中小企業振興審議会

平成23年度 平成24年度

県民・事業者への情報提供・啓発等

パブ
コメ

中小企業振興の基本的なあり方検討・推進事業

中小企業
実態調査(ｱﾝｹｰﾄ)

職員による企業訪問活動

中小企業振興の
基本的なあり方

県政世論調査

施策
展開

県民・事業者への情報提供・啓発等

【具体的内容】
○ＨＰ、広報紙での周知・啓発
○啓発パンフレット作成・配布
○県民・事業者向け説明会(フォーラム) の開催

○地域研究会等においても、取組状況を周知

予算・
実施
計画
等法規審査

条
例

(案)

共同研究(大学との連携)

条例施行

共同研究(大学との連携)

職員による企業訪問活動

中小企業振興研究会 （企業研究会、地域研究会）
企業研究会……経済団体と滋賀県との中小企業振興に関する研究会
地域研究会……中小企業振興に関する情報・意見交換会（地域、分野別等の各団体の会合等を活用した会議）

○経済団体と滋賀県との中小企業振興に関する研究会(企業研究会)

第1回 平成23年 7月27日 趣旨等説明

第2回 平成23年 9月 2日 「モノづくり」

第3回 平成23年10月18日 「人材」、「経営支援・金融」

第4回 平成23年11月 8日 「観光・海外展開」、「商店街・商業振興」

第5回 平成23年12月22日 「企業立地」、「意見等の中間整理」

第6回 平成24年 1月31日 「中小企業振興の基本的なあり方検討のまとめ」

⇒ 平成24年 2月10日 「滋賀県における中小企業振興の基本的なあり方検討のまとめ(報告)」とりまとめ

○地域団体等との中小企業振興に関する意見交換会(地域研究会)

平成23年7月から平成24年3月まで、団体の会合等に出向いて、県の取組についての説明を行うとともに、

情報・意見の交換等を実施したもの（計25回開催）。

(商工会議所経営指導員研修、中小企業診断協会・理論政策更新研修、滋賀県中小企業団体中央会・地区別代表

者会議(3カ所)、滋賀経済同友会・地域懇談会(7カ所)、滋賀県中小企業家同友会・政策委員会、草津商工会議所

商業・観光・サービス情報部会、滋賀県商工団体連合会、近畿税理士会草津支部研修会、滋賀県商店街連盟連

合会、滋賀県信用金庫協会経営対策委員会、滋賀県商工会連合会・行政懇談会(湖南)、県内市町商工担当課長と

の意見交換会、環びわ湖大学・地域コンソーシアム(総会、幹事会議)、滋賀県産業振興リエゾン会議）

４．平成23年度の取組の流れ(24年度の予定を含む）
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○共同研究(大学との連携)

県内に社会科学系学部を有する大学（滋賀大学・立命館大学・龍谷大学）と連携して、中小企業振興に関し

共同研究を行う。外部講師を招く講演については、公開で実施し、関係者とともに学ぶこととする。

①中小企業政策研究（滋賀大学との連携） 相手方：産業共同センター 野本教授

テーマ：「中小企業経営戦略の現状と未来」

内 容：滋賀大学の研究者から中小企業経営にかかるテーマについて講義を受け、中小企業政策を考える。

参加者：行政職員、中小企業支援機関職員

【第１回】平成23年5月20日（金）

「中小企業のマーケティング戦略」（経済学部 教授 野本 明成 氏）

【第２回】平成23年7月22日（金）

「中小企業の技術マネジメント」（経済学部 教授 弘中 史子 氏）

【第３回】平成23年8月23日（火）

「事業構築とベンチャービジネス」（産業共同研究センター 特任教授 中井 光男 氏）

【第４回】平成23年9月 7日（水）

「商品開発とＭＯＴ」（産業共同研究センター 特任教授 山本 卓 氏）

②中小企業振興条例研究（立命館大学との連携） 相手方：経営学部 肥塚教授

テーマ：「中小企業振興条例の制定とその効果」

内 容：中小企業振興条例に関わりのある研究者等から講義を受け、意見交換等を行う。

参加者：行政職員、経済団体、事業者、県民等

【第１回】平成23年5月25日（水）

「中小企業政策について－中小企業振興条例と関わって－」

（立命館大学経営学部教授 肥塚 浩 氏）

【第２回】平成23年7月29日（金）

「中小企業政策と中小企業憲章」（横浜国立大学大学院 教授 三井 逸友 氏）

【第３回】平成23年8月10日（水）

「中小企業振興条例で地域をつくる」（京都大学大学院 教授 岡田 知弘 氏）

【第４回】平成23年9月14日（水）

「中堅中小・ベンチャー企業と地域イノベーション」

（立命館大学ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ究科教授 名取隆 氏）

【第５回】平成23年11月2日（水）

「地域産業政策と中小企業振興基本条例」

（慶應義塾大学経済学部教授 植田浩史 氏）

【第６回】平成24年1月11日（水）

「千葉県中小企業の振興に関する条例について」

（千葉県商工労働部経済政策課政策室長 篠崎千尋 氏）

○県民への情報提供・啓発等

・県ホームページ（中小企業支援ポータルサイト設置ほか、各種情報提供）

・メディアによる情報発信

びわ湖放送特別番組～「いま、滋賀県の中小企業が面白い！」 平成24年3月18日、20日に放映

・大学との共同研究会の公開実施
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５．滋賀県の中小企業、産業、経済の状況

(ⅰ)平成21年の滋賀県における中小企業の数は39,082(全国では4,190,719)で、県内
企業数に占める中小企業の割合は99.8％(同99.7％)を占めている。また、小規模企
業の数は34,133(同3,659,291)で、全体の87.3％(同87.1％)を占めている。

(1)中小企業の企業数、従業者数

(ⅱ)中小企業の従業者数(会社の常用雇用者数＋個人事業所の従業者総数)は252,682人
(全国では28,270,454人)で、全体の82.3％(同66.2％)となっている。

滋賀県における企業数
39,082社

うち小規模企業
34,133社(87.3%)

中小企業
39,012社

(99.8%)

大企業
70社(0.2%)

滋賀県における従業者数
(会社常用雇用者数＋個人事業所従業者数）

307,065人

うち小規模企業
86,540人(28.2%)

中小企業
252,682人(82.3%)

大企業
54,383(17.7%)

資料：中小企業白書2011年版(平成21年経済センサス基礎調査(速報)に基づく)

資料：中小企業白書2011年版(平成21年経済センサス基礎調査(速報)に基づく)
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滋賀県における平成16年から18年の開業率は5.2％、廃業率は5.3％となっており、
平成18年から21年の開業率が2.7％、廃業率は5.6％となり、近年は廃業率が開業率
を上回る状況で推移している。

(2)開業率、廃業率

資料：中小企業白書2011年版で示された方法で事業所・企業統計調査より作成

注：平成18年から21年の開業率は、統計の変更によりそれまでの割合と単純に比較できない。

開・廃業率の推移

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

H3～H6 H6～H8 H8～H11 H11～H13 H13～H16 H16～H18 H18～H21

開業率(滋賀県)

廃業率(滋賀県)

開業率(全国)

廃業率(全国)

(ⅰ)平成22年の各産業3部門別による就業者数は、第一次産業では18,548人(就業者数
の2.8％)、第二次産業では220,587人(同32.7％)、第三次産業(分類不能を含む)では
434,477人(同64.5%)となっている。

資料：国勢調査

(3)産業構造

産業3部門別の就業者数の推移

18,548

25,145

33,047

46,399

87,787

156,883

220,587

234,322

267,257

189,144

229,896

134,140

211,689

279,239

354,643

421,011

434,477

154,558

445,581

673,612

680,478

654,947

555,534

488,620

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

平成22年
(2010年)

平成17年
(2005年)

平成7年
(1995年)

昭和60年
(1985年)

昭和50年
(1975年)

昭和40年
(1965年)

(人)

第1次産業

第2次産業

第3次産業
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(ⅱ)これを産業大分類別にみると、その構成割合は農林漁業が2.8％、建設業が6.2％、
製造業が26.5％、運輸通信業が6.0％、卸売業・小売業が14.7％、サービス業が31.8％
となっている。

資料：国勢調査

(ⅲ)平成21年度の県内総生産(名目)は、5兆7,015億円で、対前年度2.7%の減となって
いる。主要産業の製造業や建設業、卸売・小売業などが減少している。また、経済活
動別に見ると、製造業が36.7％を占め、サービス業が17.3％、不動産業が15.3％と続
いている。

資料：滋賀県民経済計算

1.4

6.3 18.0 12.5 13.2 23.5 14.9 12.3

0.7

4.4 36.7 6.2 15.3 17.3 10.7 10.7

1.2

8.2 44.3 7.2 9.3 11.9 10.7 9.8

平成21年(全国)

平成21年度(滋賀県)

平成8年度(滋賀県)

経済活動別の県内総生産および国内総生産における構成比(名目)

農林水産業 鉱業・建設業 製造業 卸売・小売業 不動産業 サービス業 その他第三次産業 政府・対家計

第二次産業 第三次産業

産業大分類別就業者数

サービス業

31.8%

電気･ガス･

熱供給･水道業

0.4%

製造業

26.5%

建設業

6.2%

鉱業・採石業・

砂利採取業

0.0%

分類不能

5.1%

農業・林業、漁業

2.8%

公務

3.2%

不動産業・

物品賃貸業

1.2% 金融・保険業

2.1%

卸売業・小売業

14.7%

運輸業・郵便業、

情報通信業

6.0%

平成22年
就業者数
673,612人
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(ⅳ)経済の動向を見ると、本県の平成21年度の経済成長率は、実質でマイナス3.0％と
3年連続のマイナス成長となっている。一方、我が国の経済成長率は、実質でマイナス
2.4％と、前年度より回復している。また、経年変化で見てみると、全国よりも変動幅
が大きく、製造業を中心とした第2次産業のウエイトが高い本県経済は、経済のグロー
バル化や円高の影響を受けやすい産業構造にあることが考えられる。

資料：滋賀県民経済計算、国民経済計算年報

資料：滋賀県景況調査〔企業調査〕

経済成長率の推移(実質)
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全国

滋賀県

(ⅴ)企業の景況感から見ると、平成23年10～12月期の業況判断について、ＤＩ指数を
見てみると、全体として▲17.1となっており、大企業が▲5.8であるのに対し、中小企
業は▲19.1となっている。平成5年からの推移を見ると、大企業が上昇した後に、中小
企業は遅れて上昇傾向になるものの、低い状態でとどまっている。

企業動向・業況判断の推移
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６ 職員による企業訪問活動結果の状況

１ 目 的 ① 職員が企業の現場を訪問し、事業や経営の実態を直接把握することで、

今後の施策立案や事業の展開に活かす。

② 企業が持つ技術や商品、サービスなどの資源を発掘するとともに、企

業情報を収集し、活用する。

③ 県の施策の情報を提供するとともに、関係部署等につなぐことにより、

企業者が抱える課題解決の一助とする。

２ 対 象 県内の事業所（大企業、ＮＰＯ等も含む）

３ 訪問企業数 １，０１３事業所

４ 実施期間 平成23年4月11日～平成24年３月２日

※なお、平成23年3月7日から29日に、試行的に実施したものも含む。

５ 実施方法 職員が直接、企業を訪問して、次の事項を中心に聞き取り、その内容を整

理、集計する。

① 企業が持つ強み（得意とするもの、優位なもの）

② 弱み(課題)

③ 特定課題等について

④ 県等への要望、意見

６ 訪問者 商工観光労働部職員（地方機関を含む）

７ 集計結果

(1)基本的な情報

① 法人・個人の別

法人 ８６９

個人 １４４

② 業種 ※日本標準産業分類(平成19年11月改定による)の大分類で整理

製造業 495 教育、学習支援業 21

卸売業、小売業 175 医療、福祉 17

宿泊業、飲食サービス業 81 運輸業、郵便業 13

建設業 52 不動産業、物品賃貸業 10

サービス業 ※他に分類されないもの 46 農業、林業 5

生活関連サービス業、娯楽業 38 金融業、保険業 4

学術研究、専門・技術サービス業 27 漁業 3

情報通信業 24 複合サービス業 2
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③ 従業員規模

訪問先の従業員規模

1～4人

266

26%

30～49人

99

10%

50～99人

116

11%

200～299人

30

3%

300人～

66

7%

不明

18

2%

20～29人

67

7%

5～9人

145

14%

100～199人

75

7%

10～19人

131

13%

④ 市町別企業数

市町別企業数

3
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9
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21

24

32

40

44

53

63

74
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96

109

119

206
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草津市

長浜市

大津市
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(2)強み、弱み、要望等

① 強み(得意とするもの、優位なもの) ※複数回答可

強み（得意とするもの、優位なもの）

33

50

54

78

79

93

94

96

130

134

178

185

209

240

542

0 100 200 300 400 500 600
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海外展開

資金力

ﾃﾞｻﾞｲﾝ力

ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

調達力

発信力

環境対応

競争力

シェア

販売力

人材

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力

ｻｰﾋﾞｽ

技術力

② 弱み(抱える課題等) ※複数回答可

弱み（抱える課題等）

15

19

26

43

46

50

56

57

79

93

110

151

182

290

377
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技術・開発

競争力

コスト対策

資金不足

販売・販路

人材育成・不足
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(3)特定課題について

①東日本大震災の影響等

プラス面の影響があると回答した事業所 ５１事業所

マイナス面 〃 ３８６事業所

《マイナス面のコメントの主なもの》

・ 部品、材料が入らない。納入が遅れている。（製造業）

・ 取引先が操業停止。（製造業）

・ 自粛ムードによる旅行や宴会等のキャンセル。（宿泊業・飲食サービス業）

・ 材料は入ってくるようになったが、値段が高くなった。（製造業）

・ 高級品の買い控えや娯楽業の利用減（製造業、卸売業・小売業、娯楽業）

・ 医薬品や介護の材料が入ってこなかった。（老人福祉・介護事業）

・ 放射能の問題により売上げ減。（食肉小売）

・ 〃 海外への輸出で通関が通らない。（酒製造）

※ 現時点では状況が改善されたものもある。

《プラス面のコメントの主なもの》

・ 東北の船舶に対して、需要が見込める。（製造業）

・ 節電意識の高まりから、アイスジェルを利用した敷き布団や枕カバーの需要が拡大して

おり生産が急増。（寝具製造業）

・ サプライチェーンの見直しにより、それまで取引のなかった企業から新たな取引を得た。

（化学製品卸売業）

・ 関西に生産をシフトした企業からの受注増。（印刷業）

・ リチウムイオン電池に引き合いが殺到。（製造業）

・ 教育旅行で、関東方面を予定していたケースが関西に流れている。関東からの客が増え

た。（宿泊業）

②災害対策等へ対応

コメントがあった事業所 ３４事業所

《主なコメント》

・ 防災協定を結んでいる。災害等に備えた備蓄等を行える体制が整っている。（老人福祉・

介護）

・ データのバックアップはとっている。（学術研究、専門・技術サービス業）

・ 設置家具の転倒防止措置を行った。（ホテル）

・ ＢＣＰの（事業継続計画）に関する研修を何度か受けた。（卸売業、小売業）

③ 節電への対応・影響（エネルギー対策）

コメントがあった事業所 １５０事業所

《主なコメント》

・ 勤務シフトを土日休みから日月休みに変更。（扇風機 100 台導入、一部工場棟の照明を

LEDに７割交換、ノー残業デーの実施、事務部門のスーパークールビズ等）（製造業）

・ 屋根に温度の変動を押さえる塗料を塗った。（製造業）

・ 現場の電力は減らせないので、事務棟などで相当減らしている。（製造業）

・ 照明器具をLED対応、エアコンも省エネタイプのものに取り替えた。（老人福祉・介護）

※その他、エアコンの設定温度を上げる、不要な照明の消灯等は多数有り。
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(4)県等への要望・意見等

県等への要望
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「企業訪問プロジェクト」での主な意見

１ 強み（得意とするもの、優位なものなど）

■ 技術力

・ 規模の割に、複合的な技術をもっていて、いろんな業種に入り込めている。【製造業（プラスチック製

品）】

・ 大企業が真似しないニッチ分野をねらっている。ユーザーへの試作対応をきめ細かくし、信頼を得て

いる。【製造業(生産用機械器具)】

・ 代々受け継がれた製造技術。材料も厳選。【卸売業、小売業（和菓子）】

■ サービス

・ 小回りがきく。客の要望に応えやすい。【製造業 他複数】

・ 地域密着型で事業展開している。地元採用の社員が多く、迅速に対応できる体制。【建設業】

・ 客の要望に応えたサービスを提供。限られた予算の中でいかによいものにできるかを考えている。（製

造業（仏壇）】

■ ブランド力

・ 創設４７年になる県下の老舗。【学術専門、技術・サービス業（測量業）】

・ 作り手と売り手が同一で、日々顧客の要望に応えてきた信用とそれによって築いてきたブランド力。

【卸売業、小売業（和菓子）】

・ 「近江牛」、「扇骨」、「バルブ」、「信楽焼」、「浜縮緬」にはブランド力がある。(複数意見)

■ 人材

・ 30歳代40歳代の経験豊富な人材が揃っている。【製造業（金属製品）】

・ 資格の取得だけでなく、社会に役立つ研修を重ねている。【建設業(菅工事業)】

・ 後継者がいる。息子が継いでくれた。【卸売業、小売業 他】

■ 販売力

・ 代表商品がある。県外（東京、名古屋等）にも店舗がある。【卸売業、小売業（和菓子）】

・ 客からの評判がよく、紹介や口コミで次々に発注がある。【情報通信業（WEB作成）】

・ リピーターが多く、客単価も2000円と高い。【（卸売業、小売業（農産物）】

２ 弱み（抱える課題等）

■ 人材育成・不足

・ 高齢化が進み若年者の確保、育成が必要。【建設業、製造業 他】

・ 滋賀県は大手企業が多いこともあり、求人を行っても大企業に人材が集まる。【製造業（電子部品）】

・ 意欲的な人材が育たない。忍耐力がなくつらいと思えばすぐ辞める。【宿泊業、飲食サービス業（ホテ

ル）】

■ 販売・販路

・ 大手メーカー依存。【製造業（プラスチック製品）】

・ 自社で販路を開拓するなどの営業力がない。【製造業、卸売業、小売業 他】

・ リーマンショック以後、中国、韓国、台湾へ生産拠点が移っているため、業務が減りつつある。【製造

業】

■ 資金不足

・ 常に資金不足の状態。【製造業 他複数】

・ 部品の在庫負担が嵩む。【製造業（輸送用機械器具）】

・ 新分野に挑戦できない。【製造業、学術研究、専門・技術サービス業（デザイン業）】

■ コスト対策

・ 海外へ技術が流出してしまい、安い人件費、原料を使って機械で作った外国製品には太刀打ちできな

い。【製造業（繊維工業）】
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・ 取引先との関係があるので、原料高になったからといって、すぐに価格に転嫁できない。【製造業】

・ 最近の公共工事価格が低くなっているため、損を承知で受注せざるを得ないときがある。【建設業）】

■ 競争力

・ 海外で安く作られ始めている。海外需要が多いので、全て海外で作るとなると、国内工場の必要がな

くなってくる。為替の影響も受ける。【製造業（鉄工業）】

・ 大手印刷会社には価格面では勝てない。【製造業（印刷業）】

・ 県外の大型店との価格競争。【卸売業、小売業（機械器具）】

３ 県等への要望、意見等

■ 補助金

・ 創業の支援であれば、先に資金が必要なため、支払い時期を検討してほしい。【情報通信業（ソフトウ

ェア開発業）】

・ 地域を盛り上げる、活性化させる取り組みに援助を。補助金の負担割合の事業者負担分を減らしてほ

しい。【製造業（仏壇）】

・ 使った後の報告書は店主一人で書けない。相談できる制度があれば利用したい。わかりやすくしてほ

しい。【卸売業、小売業（和菓子）】

■ 販路開拓

・ これまで以上に大都市での滋賀物産展の開催。【製造業（食料品）】

・ 商談会をかなりの頻度で提供してほしい。【製造業】

■ 情報発信

・ 県産品の県外発信。トップセールス。【製造業（食料品、清酒等）】

・ 広域的な観光圏で、新たな企画やネットワークづくりを進め、宿泊客を増やせるよう、官民が連携し、

町を挙げた取組が必要である。【宿泊業、飲食サービス業（ホテル）】

■ 技術・開発

・ 東北部工業技術センターに、今後も、技術的なアドバイスをお願いしたい。【製造業（繊維工業）】

・ 地元で材料が揃うように、農家や我々を技術指導してほしい。【卸売業・小売業（乾物）】

■ 資金繰り

・ 新ビジネスや事業拡大を支援できる融資などを設けてほしい【卸売業、小売業（機械器具小売業）】

・ 制度融資で大企業・中企業・小企業で分類して利率を下げるなどの措置をしてほしい。特に、零細企

業への支援強化をしてほしい。【生活関連サービス業、娯楽業（クリーニング業）】



１８

７ 滋賀県中小企業等実態調査に係る結果の概要

１ 調査の概要

（１）調査目的

本調査は、滋賀県内の中小企業等の現状や課題、主要な経営戦略等について把握し、

中小企業の振興のための条例制定や施策の立案等に必要な基礎資料とすることを目的

に、龍谷大学との共同研究の一環として実施した。

（２）調査設計および回収結果

調査対象 滋賀県内 6,000 事業所（製造業 3,000 事業所、非製造業 3,000 事業所）

〔「平成 21 年経済センサス－基礎調査」の民営事業所データから中小企

業者の規模に相当する事業所を無作為抽出。〕

調査方法 郵送配布・郵送回収、記名方式

調査期間 平成２３年１０月２６日～平成２３年１１月８日

回収状況 回収数1,309事業所（製造業671事業所、非製造業638事業所）

このうち廃業等を除く製造業585事業所、非製造業578事業所を集計。

回収率22.5% （宛先不明数等：180事業所）

２ 主な調査結果

（１）基本属性について

① 回答事業所の所在地域別構成割合

② 回答事業所の従業員（正社員）規模別構成割合

※「無回答」は、従業員（正社員）数の記入欄が空欄となっていた事業所を集計したもので、その
中には「従業員（正社員）数０人」である事業所を含んでいるものと考えられる。

大津
地域

南部
地域

甲賀
地域

東近江
地域

湖東
地域

湖北
地域

湖西
地域

無回答

製造業
(N=585)

10.1% 18.1% 17.1% 17.1% 13.0% 14.4% 7.0% 3.2%

非製造業
(N=578)

22.1% 21.8% 10.6% 14.7% 11.1% 12.6% 3.6% 3.5%

製造業
(N=585)

非製造業
(N=578)

無回答

5.4%

12.0%

21.5%58.6%

23.4%

14.5%

19.0%

０人～５人 6人～20人 21人以上

45.6%
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（２）事業活動の概要について

① 独自の製品や商品、技術、サービス等の保有状況

② 企業としての現在の強み（回答数上位３項目） （3LA%）

③ 県内中小企業等が今後強化したいと考えるもの（回答数上位３項目） （3LA%）

※調査対象とした産業財産権：特許権（国内）、特許権（海外）、実用新案権、意匠権、商標権

調査項目

①自社ブランド製品・商品を保有 7.1%24.3%

製造業 (N=585)

7.4%

2.1%

非製造業 (N=578)

②自社独自技術、サービス等を保有

③産業財産権
※
を保有

24.6%

11.5%

1位 取引先との信頼関係 36.9% 取引先との信頼関係 32.0%

2位 技術力 29.1% 人材 26.1%

3位 多品種小ロット対応 23.4% 技術力 25.6%

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)

1位 人材 28.4% 人材 24.2%

2位 技術力 22.4% 販売力 14.2%

3位 販売力 17.8% 技術力 13.7%

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)
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（３）最近の業績について

① 直近決算での売上高経常利益率

【製造業】 【非製造業】

売上高経常利益率：売上高に対する経常利益の割合（経常利益額÷売上高）であり、営業活動に
よる営業利益に、受取利息や支払利息等の財務活動よる損益を加えたもの。この比率により、資
産の売却損益など臨時的な損益を除いた、通常の経営活動における企業の収益力を分析すること
ができる。

マイナス（経常損益が赤字）となっている事業所は、製造業、非製造業で約 27%と

なっている。

一方、プラス（経常損益が黒字）となっている事業所は、製造業の 59.5%、非製造

業の 49.7%となっている。

マイナスとなっている事業所とプラスとなっている事業所との割合とを比較すると、

プラスとなっている事業所の割合のほうが製造業で 32.8 ポイント、非製造業で 22.7

ポイント大きくなっている。

② ３期前と比較した経常損益の変化

【製造業】

【非製造業】

経常損益について、リーマンショック前にあたる３期前の決算と比較した変化につ

いてたずねたところ、「黒字だが利益額は減少」とした事業所が製造業 31.8%、非製造

業 32.7%となっており、製造業の黒字事業所の約 55%、非製造業の黒字事業所の約 68%

を占めている。

27.0

16.8
14.5

8.7

9.7

23.4
マイナス

0％以上2％未満

2％以上4％未満

4％以上10％未満

10％以上

無回答

(％)

（N=578）

26.7

22.1
12.3

15.0

10.1

13.8 マイナス

0％以上2％未満

2％以上4％未満

4％以上10％未満

10％以上

無回答

(％)

（N=585）

0 20 40 60 80 100

15.7 31.8 9.9 8.4 15.7 9.7 8.7

黒字を
維持･拡大 黒字だが利益額は減少

赤字から
黒字に転換

黒字から
赤字に転落

赤字だが
損失額は縮小

引き続き赤字で
損失額が拡大

無回答

(％)

（N=585）

0 20 40 60 80 100

10.0 32.7 5.7 7.3 17.3 11.1 15.9

黒字を
維持･拡大 黒字だが利益額は減少

赤字から
黒字に転換

黒字から
赤字に転落

赤字だが
損失額は縮小

引き続き赤字で
損失額が拡大

無回答

(％)

（N=578）



２１

（４） 取引関係について

① 製品・商品、サービス等の主な取引地域別販売額の比率

【製造業】

【非製造業】

各事業所の直近決算における売上高と、製品やサービス等の販売先に関する主な取

引地域の比率にもとづき、主な取引地域別販売額の比率を推計すると、製造業では、

県外取引が県内取引を５割程度上回っており、非製造業では、県内取引が県外取引の

約２．６倍であった。

② 販売先に係る過去１年間の新規取引のきっかけ（回答数上位３項目） (3LA%)

0

5

10

15

20

25

30

35

40

滋賀県 大阪府 京都府 兵庫県 その他
近畿 東海 北信越 関東 東北・

北海道
中国･四国
･九州･沖縄 海外

39.9

12.7

6.3

1.6
2.6

11.3

1.2

16.1

0.4
2.6

5.2

(％)

販売先

0 20 40 60

39.9

60.1

(％)

県内取引 県外取引

1位 取引先からの紹介 27.0% 取引先からの紹介 22.3%

2位 営業開拓 26.8% 営業開拓 17.6%

3位 ホームページなどネット関連 11.5% ホームページなどネット関連 7.1%

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)

0

5

10

15

20

25

大津
地域内

南部
地域内

甲賀
地域内

東近江
地域内

湖東
地域内

湖北
地域内

湖西
地域内

地域名
無回答

(県内所在
市町内)

京都・
大阪

その他
近畿

その他
地域

15.5

10.4

8.2

17.2

6

12.2

1.3
2.1

4.4

1.5

21.3

(％)
販売先

0 25 50 75

72.8

27.2

(％)

県内取引 県外取引



２２

（５）研究開発の取組状況および形態

研究開発の形態として「自主開発」が中心で、製造業で 28.7%、非製造業で 10.2%

となっている。

なお、研究開発を「行っていない」とした事業所は、製造業で 54.0%、非製造業で

55.2%となっている。

（６）「連携」の取組について

① 産学官連携の実績および関心度

【製造業】

【非製造業】

“大学との連携”について、「現在行っている」または「現在、行っていないが、

過去に行ったことがある」とした事業所は、製造業で 10.7%、非製造業で 4.3%となっ

ている。

また、製造業において“イ 公設試験研究機関との連携”を「現在行っている」も

しくは「現在、行っていないが、過去に行ったことがある」とした事業所は 8.7%、非

製造業において“公的機関との連携” を「現在行っている」もしくは「現在、行って

いないが、過去に行ったことがある」とした事業所は 5.9%となっている。

0 20 40 60 80 100

ア．大学との連携
（N=585）

イ．公設試験研究機関
との連携（N=585)

3.9

3.1

6.8

5.6

20.5

19.8

48.2

46.2

20.5

25.3

現在、
行っている

現在、行っていないが、
過去には行ったことがある

行っていないが、
関心がある 行っておらず、関心もない 無回答

(％)

0 20 40 60 80 100

ア．大学との連携
（N=578）

イ．公的機関との
連携（N=578)

2.9

4.7

1.4

1.2

10.2

11.4

43.9

41.3

41.5

41.3

現在、
行っている

現在、行っていないが、
過去には行ったことがある

行っていないが、関心がある

行っておらず、関心もない 無回答

(％)

33.2

55.2

0.7

1.9

10.2

11.3

54.0

2.1

11.5

28.7

0 20 40 60

無回答

行っていない

委託

共同開発

自主開発

(MA%)

【製造業】 （N=585）

【非製造業】（N=578）



２３

② 企業間連携等の実績および関心度

【製造業】

【非製造業】

「現在行っている」もしくは「現在、行っていないが、過去に行ったことがある」

とした企業間連携の形態として最も割合が大きいのは“①同業企業との連携”で、製

造業、非製造業で 17.1%となっている。

“②異分野、異業種企業との連携”について「現在行っている」もしくは「現在、

行っていないが、過去に行ったことがある」とした事業所の割合は、製造業で 8.2%、

非製造業で 4.9%となっている。

“③農林漁業者との連携”について「現在行っている」もしくは「現在、行ってい

ないが、過去に行ったことがある」とした事業所の割合は、製造業で 2.4%、非製造業

で 2.2%となっている。

（７）商工関係団体等での活動を通じて得られた効果（回答数上位３項目） (MA%)

0 20 40 60 80 100

①同業企業との連携
（N=585）

②異分野、異業種企業
との連携（N=585）

③農林漁業者との連携
（N=585）

④その他の連携
（N=585）

14.4

6.0

2.2

0.7

2.7

2.2

0.2

0.0

16.9

19.5

12.0

3.2

41.0

42.1

50.4

21.5

25.0

30.3

35.2

74.5

現在、
行っている

現在、行っていないが、
過去には行ったことがある

行っていないが、
関心がある 行っておらず、関心もない 無回答

(％)

0 20 40 60 80 100

①同業企業との連携
（N=578）

②異分野、異業種企業
との連携（N=578）

③農林漁業者との連携
（N=578）

④その他の連携
（N=578）

15.4

3.5

1.9

0.3

1.7

1.4

0.3

0.2

8.7

11.2

8.0

2.1

32.5

36.9

41.3

16.3

41.7

47.1

48.4

81.1

現在、
行っている

現在、行っていないが、
過去には行ったことがある

行っていないが、関心がある

行っておらず、関心もない 無回答

(％)

1位 37.8% 34.6%

2位 24.1% 27.4%

3位 17.5% 20.9%

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)

人的ネットワークが広がった

関連情報の入手が容易になった

地域活動や社会貢献活動に積
極的に取り組むようになった

人的ネットワークが広がった

関連情報の入手が容易になった

地域活動や社会貢献活動に積
極的に取り組むようになった



２４

（８）主要な製品・商品、技術、サービス等にあてはまるライフサイクル上の段階

【製造業】 【非製造業】

製造業において「成長期」および「成熟期」とした事業所の割合は 51.1%で、「衰退

期」とした割合の 24.4%の約２倍となっている。

一方、非製造業において「成長期」および「成熟期」とした事業所の割合は 34.8%

で、「衰退期」とした割合の 25.8%を３割強上回っている。

（９）海外への事業展開の状況について

① 海外への事業展開の有無

【製造業】 【非製造業】

製造業において海外へ事業展開をしているとした事業所の割合は、全体の 6.7％と

なっている。一方、非製造業において海外へ事業展開をしているとした事業所の割合

は、全体の 1.0％となっている。

② 今後５年以内における海外展開の意向

【製造業】 【非製造業】

海外へは事業展開していないとした事業所のうち、今後５年以内における海外展開

の意向を持っている事業所の割合は、製造業で 7.9%、非製造業で 1.3%となっている。

5.3

13.3

37.8
24.4

19.1

開発・導入期

成長期

成熟期
衰退期

無回答

(％)

（N=585）

4.5

10.9

23.9

25.8

34.9

開発・導入期

成長期

成熟期

衰退期

無回答

(％)

（N=578）

6.7

77.9

15.4

はい

いいえ

無回答

(％)

（N=585）

1.0

67.8

31.1

はい

いいえ

無回答

(％)

（N=578）

7.9

68.9

18.9

4.4 はい

いいえ

未定

無回答

(％)

（N=456）

1.3

78.8

13.0

6.9

はい

いいえ

未定

無回答

(％)

（N=392）



２５

（10）立地について

① 滋賀県内に立地しているメリットおよびデメリット（回答数上位３項目）

【メリット】 (3LA%)

【デメリット】 (3LA%)

② 今後の生産拠点・事業拠点に対する意向

「現在地または県内で規模現状維持」とした事業所が最も多く、製造業で 42.7%、

非製造業で 36.7%となっており、「現在地または県内で規模拡張する」と「現在地また

は県内で規模縮小する」とを加えた割合は、製造業で 58.4%、非製造業で 50.3%となっ

ている。

これに対し、「県外に移転する」とした事業所は、製造業、非製造業ともに 0.3%と

なっている。

1位 44.8% 28.2%

2位 29.7% 21.6%

3位 19.8% 18.2%

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)

受注先との距離 長年のつきあい

自然災害が少ない 自然災害が少ない

長年のつきあい 受注先との距離

1位 16.2% 12.8%

2位 13.3% 11.9%

3位 12.1% 9.3%

従業員の確保 他社との競合

情報の入手 道路交通事情

製造業 (N=585) 非製造業 (N=578)

公共交通機関の便 公共交通機関の便

26.5

16.8

4.7

1.4

0.3

4.3

36.7

9.3

10.8

25.8

4.1

0.5

0.3

3.2

42.7

12.5

0 20 40 60

無回答

未定・分からない

廃業する

業種転換の予定

県外へ移転する

現在地または

県内で規模は規模縮小する

現在地または

県内で規模は現状維持

現在地または

県内で規模拡張する

(%)

【製造業】 （N=585）

【非製造業】（N=578）



２６

（11）後継者の有無と事業承継に対する意向

【製造業】

〔後継者の有無〕

〔事業承継に対する意向〕

【非製造業】

〔後継者の有無〕

〔事業承継に対する意向〕

「事業継承したいが、後継者がいない（課題となっている）」、「事業継承については

未定・分からない」とした事業所は、製造業で 43.0%、非製造業で 47.1%となっている。

当該事業所における事業承継に対する意向をみてみると、「まだ決める時期ではな

い」とした事業所は、製造業で 42.9%、非製造業で 41.5%となっており、「廃業する」

とした事業所は、製造業で 27.4%、非製造業で 26.5%となっている。

0 20 40 60 80 100

30.1 2.1 14.9 8.5 34.5 9.9

後継者は既に
決まっている(親族)

後継者は既に
決まっている
(非親族) 事業継承する

予定だが、
具体的には決
まっていない

事業継承したいが、
後継者がいない
(課題となっている)

事業継承については
未定・分からない 無回答

(％)

（N=585）

0 20 40 60 80 100

42.9 13.9 27.4
0.4

2.4
13.1

まだ、決める時期ではない

場合によっては
第三者への事業譲渡

廃業する

転業する その他

無回答

(％)

（N=252）

0 20 40 60 80 100

22.5 2.4 11.8 9.2 37.9 16.3

後継者は既に
決まっている(親族)

後継者は既に
決まっている
(非親族)

事業継承する予定だが、
具体的には決まっていない

事業継承したいが、後継者
がいない(課題となっている)

事業継承については
未定・分からない 無回答

(％)

（N=578）

0 20 40 60 80 100

41.5 16.9 26.5
2.2

5.1
7.7

まだ、決める時期ではない

場合によって
は第三者への
事業譲渡 廃業する

転業する その他

無回答

(％)

（N=272）



２７

（12）人材の確保・育成について

① 採用に関する課題

課題について「特になし」とした事業所が、製造業で 41.4%、非製造業で 39.4%とな

っている。

一方、課題としては、「必要とする技能を持つ人が採用できない」が最も多く、製造

業で 24.4%、非製造業で 17.5%となっている。

② 人材育成上の問題点

問題点について「時間がとれない」とした事業所が最も多く、製造業で 27.7%、非

製造業で 19.4%となっている。次に多いのが「資金がない」とした事業所で、製造業

で 16.8%、非製造業で 12.8%となっている。

その一方で、問題点について「特になし」とした事業所が、製造業で 25.3%、非製

造業で 24.4%となっている。

27.2

39.4

2.6

10.9

17.5

6.1

6.6

7.4

15.4

41.4

2.6

9.7

24.4

13.2

8.4

12.6

0 20 40 60

無回答

特になし

その他

必要とする人材の
数が確保できない

必要とする技能を持つ人が

採用できない

高度な技術知識を持つ人が
採用できない

営業等の実務経験のある人が

採用できない

優秀な新卒者の
採用ができない

(MA%)

【製造業】 （N=585）

【非製造業】（N=578）

28.9

24.4

0.7

4.0

10.2

9.3

2.9

3.8

10.9

12.8

19.4

15.7

25.3

0.7

3.1

11.8

9.4

5.3

5.1

14.7

16.8

27.7

0 5 10 15 20 25 30

無回答

特になし

その他

必要性を感じない

対象人材に意欲がない

人材が定着しない

技術の陳腐化

育成方法がわからない

対象となる人材がいない

資金がない

時間がとれない

(MA%)

【製造業】 （N=585）

【非製造業】（N=578）



２８

（13）今後３年程度を見据えた新たな取組に対する意向について（回答数上位３項目）

回答数の多かった上位の項目として、製造業では「作業工程の見直し」27.0%、「経

営戦略・経営方針の見直し」25.5%、「生産設備の導入・更新」22.4%となっている。

一方、非製造業では、「経営戦略・経営方針の見直し」26.1%、「事業規模の拡大」13.5%、

「新商品、新サービス等の開発」13.0%となっている。

9.9

13.0

0.9

10.9

2.4

8.3

11.6

10.7

13.5

26.1

22.4

15.4

1.7

15.0

4.3

20.3

13.3

7.9

12.8

25.5

0 10 20 30

〔生産〕設備の

導入・更新

新商品、

新サービス等の開発

新技術の開発

M&Aの活用

後継者の確保

人員削減の推進

技能者の多能工化等

スキル向上

積極的な人材採用

事業規模の

縮小・撤退

事業規模の

拡大

経営戦略・経営方針

の見直し

(MA%)

【製造業】
（N=585）

【非製造業】
（N=578）

28.5

3.6

1.6

10.4

4.0

4.0

7.8

3.3

6.7

4.0

6.1

16.1

2.9

3.6

14.5

8.9

13.2

17.6

10.6

4.6

9.1

27.0

0 10 20 30

無回答

その他

CSR、地域貢献

債務の削減

公的支援制度の活用

職場環境の整備

（5S活動等）

原材料、仕入先の見直し

ニッチ市場の開拓

〔小売・卸売・ｻｰﾋﾞｽ業等〕

異業種への参入

新ｴﾈﾙｷﾞｰ、医療・健康、

環境分野などの有力成
長分野への参入

作業工程の見直し

(MA%)

※「新技術の開発」については製造業のみを対象とする選択肢

「新商品、新サービス等の開発」は非製造業のみを対象とする選択肢
〔 〕内については製造業を対象とする調査票のみに表示
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（14）「三方よし」の精神に対する考え

【製造業】

【非製造業】

「三方よし」の精神：近江商人の代表的な経営理念として伝えられているもので、当事者の売
り手と買い手だけでなく、その取引が社会全体の幸福につながるものでなければならないとす
る考え方。

「実践に努めている」と「意識している」とした事業所の割合は、製造業で 55.6%、

非製造業で 50.8%となっている。

0 20 40 60 80 100

18.3 37.3 21.5 6.2
4.6

1.0
11.1

実践に努めている 意識している
あまり意識
していない

全く意識
していない

知らなかった

その他

無回答

(％)

（N=585）

0 20 40 60 80 100

20.2 30.6 16.8 6.6
5.0

0.9
19.9

実践に努めている 意識している
あまり意識
していない

全く意識
していない

知らなかった

その他

無回答

(％)

（N=578）

データの説明

（１） 図中のＮ（Number of case）は、設問に対する回答者数のことである。

（２） 回答比率（％）は回答者数（Ｎ）を100％として算出し、小数点以下第２位を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、内訳の合計

が計に一致しないことがある。また、一人の回答者に複数の回答を求める設問では、回答比率（％）の計は100.0％を超える。

（３） 図中に次のような表示がある場合は、複数回答を依頼した質問である。

・ ＭＡ ％（ Multiple Answer）： 回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択する場合

・３ＬＡ％（3 Limited Answer）： 回答選択肢の中からあてはまるものを３つ以内で選択する場合
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８ 県政世論調査の結果

中小企業の振興に関して、県民の中小企業に対する意識を高める必要があることから、

県政世論調査を利用して意見を聞いた結果は次のとおりであった。

調査対象 県内在住の満 20 歳以上の男女個人(外国人を含む) 3,000 人

調査方法 郵送式・無記名方式

調査時期 平成 23 年 6 月 7 日～6 月 30 日

回収状況 有効回収数 1,664 (回収率 55.5%)

(1)中小企業の担う役割

県内の中小企業が担っている役割は、「地域の雇用を維持・確保し、また新たな

雇用の機会を生み出している」が 63.4％と最も高く、次いで「県や市町の税収に

貢献している」、「大企業を支えている、あるいは大企業が対応できない部分を担っ

ている」の順となっている。

Ｎ＝3,186

63.4

22.8

38.5

33.3

28.9

8.3

27.7

8.5

18.0

13.8

10.4

10.4

5.1

0.3

11.7

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70

地域の雇用を維持・確保し、また新

たな雇用の機会を生み出している

地域または社会に役立つ商

品、サービスを提供している

県や市町の税収に貢献している

大企業を支えている、あるいは大企

業が対応できない部分を担っている

地域経済発展の担い手となっている

新しい技術・商品・サービスを創出している

地域づくり、まちづくりに重要な役割を果たしている

まちのにぎわいを創造して

いる。多くの集客効果がある

地域社会の一員として、様々な社会貢献をしている

優れた技能やノウハウを蓄

積し、それを継承している

人材育成の一翼を担っている

地域の住民にとって安心感がある

次代を担う子どもたちに夢と希望を与えている

その他

わからない

不明・無回答

（％）
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(2)県内生産品やサービスの購入・利用

県内で製造・加工された物品あるいは県内で販売されているもの、または県内で

提供されるサービスを意識して購入(利用)するかどうかについては、「積極的に購

入(利用)する」と「どちらかといえば購入(利用)する」を併せて 52.1％となってい

る一方、「意識したことがない」という回答も 22.3％あった。

(3)中小企業振興に必要な施策

「人材確保、雇用対策、人材育成支援、職業能力開発」が 51.3％で最も高く、

次いで「資金繰り対策」が 47.1％で、この２項目が大部分を占める。

Ｎ＝3,186

12.6

39.5

16.7

0.8

0.4

22.3

2.6

5.1

0 10 20 30 40 50

積極的に購入(利用)する

どちらかといえば購入(利用)する

どちらとも言えない

どちらかといえば購入(利用)しない

全く、あるいはほとんど購入(利用)しない

意識したことがない

わからない

不明・無回答

（％）

Ｎ＝3,186

47.1

51.3

11.9

12.5

13.3

22.8

6.4

16.4

9.2

10.7

5.4

21.5

18.0

7.6

14.3

16.2

4.1

7.3

0.5

12.4

6.4

0 10 20 30 40 50 60

資金繰り対策

人材確保、雇用対策、人材育成支援、職業能力開発

経営相談・情報提供

創業・第二創業、事業転換への支援

事業承継対策

企業再生支援

知的財産対策(実用新案や特許など)

技術革新・研究開発促進

新商品・新事業の創出

受注・販路開拓

海外展開・グローバル化支援

商店街の振興

観光の振興

起業家(ベンチャー)の養成

企業誘致・立地の促進

連携

公共投資

イベントの実施

その他

わからない

不明・無回答

（％）
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(4)今後伸びる産業分野

今後産業として伸びる分野は、「新エネルギー・省エネルギー」が最も高く 63.0％。

次いで「医療・健康・福祉・介護・子育て」（38.7％）、「バイオ(バイオテクノロジ

ー。生物を工学的見地から研究し、応用する技術を活用した産業分野)」（29.0％）

の順となっている。

Ｎ＝3,186

63.0

12.2

3.2

24.5

6.2

7.2

29.0

0.5

38.7

5.3

2.7

1.3

1.1

8.9

3.6

8.0

1.9

2.7

4.6

8.7

1.3

0.5

0.5

7.6

0 10 20 30 40 50 60 70

新エネルギー・省エネルギー

水ビジネス(上水道、下水道など)

自動車

環境関連一般

農林水産業

食料品

バイオ(バイオテクノロジー。生物を工学的
見地から研究し、応用する技術を活用した産業分野)

繊維

医療・健康・福祉・介護・子育て

地場産業・伝統工芸

教育

文化

土木・建設

情報処理（ＩＴ）

通信

観光

物流

スポーツ

ニッチ（すきま産業）

ナノテクノロジー（原子や分子の配列を

ナノスケールで自在に制御する技術）

航空・宇宙

金融

その他

不明・無回答

（％）



３３

９ 中小企業基本法(抜粋) （昭和三十八年七月二十日法律第百五十四号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、中小企業に関する施策について、その基本理念、基本方針その他の基

本となる事項を定めるとともに、国及び地方公共団体の責務等を明らかにすることにより、中小

企業に関する施策を総合的に推進し、もつて国民経済の健全な発展及び国民生活の向上を

図ることを目的とする。

（中小企業者の範囲及び用語の定義）

第二条 この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号

に掲げるものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に

実施されるように施策ごとに定めるものとする。

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百

人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号ま

でに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人

以下の会社及び個人であつて、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの

三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百

人以下の会社及び個人であつて、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの

四 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五

十人以下の会社及び個人であつて、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの

２ この法律において「経営の革新」とは、新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商

品の新たな生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入、新たな経営管理

方法の導入その他の新たな事業活動を行うことにより、その経営の相当程度の向上を図ること

をいう。

３ この法律において「創造的な事業活動」とは、経営の革新又は創業の対象となる事業活動の

うち、著しい新規性を有する技術又は著しく創造的な経営管理方法を活用したものをいう。

４ この法律において「経営資源」とは、設備、技術、個人の有する知識及び技能その他の事業

活動に活用される資源をいう。

５ この法律において「小規模企業者」とは、おおむね常時使用する従業員の数が二十人（商

業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、五人）以下の事業者

をいう。

（基本理念）

第三条 中小企業については、多様な事業の分野において特色ある事業活動を行い、多様な

就業の機会を提供し、個人がその能力を発揮しつつ事業を行う機会を提供することにより我が

国の経済の基盤を形成しているものであり、特に、多数の中小企業者が創意工夫を生かして

経営の向上を図るための事業活動を行うことを通じて、新たな産業を創出し、就業の機会を増

大させ、市場における競争を促進し、地域における経済の活性化を促進する等我が国経済の

活力の維持及び強化に果たすべき重要な使命を有するものであることにかんがみ、独立した

中小企業者の自主的な努力が助長されることを旨とし、その経営の革新及び創業が促進され、

その経営基盤が強化され、並びに経済的社会的環境の変化への適応が円滑化されることによ

り、その多様で活力ある成長発展が図られなければならない。
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（国の責務）

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのつとり、中小企業に関する

施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（基本方針）

第五条 政府は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業に関する施策を講ずるものとす

る。

一 中小企業者の経営の革新及び創業の促進並びに創造的な事業活動の促進を図ること。

二 中小企業の経営資源の確保の円滑化を図ること、中小企業に関する取引の適正化を図る

こと等により、中小企業の経営基盤の強化を図ること。

三 経済的社会的環境の変化に即応し、中小企業の経営の安定を図ること、事業の転換の円

滑化を図ること等により、その変化への適応の円滑化を図ること。

四 中小企業に対する資金の供給の円滑化及び中小企業の自己資本の充実を図ること。

（地方公共団体の責務）

第六条 地方公共団体は、基本理念にのつとり、中小企業に関し、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及

び実施する責務を有する。

（中小企業者の努力等）

第七条 中小企業者は、経済的社会的環境の変化に即応してその事業の成長発展を図るため、

自主的にその経営及び取引条件の向上を図るよう努めなければならない。

２ 中小企業者の事業の共同化のための組織その他の中小企業に関する団体は、その事業活

動を行うに当たつては、中小企業者とともに、基本理念の実現に主体的に取り組むよう努める

ものとする。

３ 中小企業者以外の者であつて、その事業に関し中小企業と関係があるものは、国及び地方

公共団体が行う中小企業に関する施策の実施について協力するようにしなければならない。

（小規模企業への配慮）

第八条 国は、小規模企業者に対して中小企業に関する施策を講ずるに当たつては、経営資

源の確保が特に困難であることが多い小規模企業者の事情を踏まえ、小規模企業の経営の

発達及び改善に努めるとともに、金融、税制その他の事項について、小規模企業の経営の状

況に応じ、必要な考慮を払うものとする。

（法制上の措置等）

第九条 政府は、中小企業に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上及び金融上の

措置を講じなければならない。

（調査）

第十条 政府は、中小企業政策審議会の意見を聴いて、定期的に、中小企業の実態を明らか

にするため必要な調査を行い、その結果を公表しなければならない。

(以下略)
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１０ 中小企業信用保険法(抜粋)

（昭和二十五年十二月十四日法律第二百六十四号）

（目的）

第一条 この法律は、中小企業者に対する事業資金の融通を円滑にするため、中小企業者の

債務の保証につき保険を行なう制度を確立し、もつて中小企業の振興を図ることを目的とす

る。

（定義）

第二条 この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一 資本金の額又は出資の総額が三億円（小売業又はサービス業を主たる事業とする事業者

については五千万円、卸売業を主たる事業とする事業者については一億円）以下の会社並び

に常時使用する従業員の数が三百人（小売業を主たる事業とする事業者については五十人、

卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については百人）以下の会社及び個人であ

つて、政令で定める業種に属する事業（以下「特定事業」という。）を行うもの（次号の政令で定

める業種に属する事業を主たる事業とするものを除く。）

一の二 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに

常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であつて、

その政令で定める業種に属する事業を主たる事業とするもののうち、特定事業を行うもの

二 中小企業等協同組合、農業協同組合、農業協同組合連合会、水産業協同組合、森林組合、

生産森林組合、森林組合連合会、消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会であつ

て、特定事業を行うもの又はその構成員の三分の二以上が特定事業を行う者であるもの

二の二 協業組合であつて、特定事業を行うもの

三 医業を主たる事業とする法人であつて、常時使用する従業員の数が三百人以下のもの（前

各号に掲げるものを除く。）

四 商工組合及び商工組合連合会であつて、特定事業を行うもの又はその構成員が特定事業

を行う者であるもの

四の二 商店街振興組合及び商店街振興組合連合会であつて、特定事業を行うもの又はその

構成員の三分の二以上が特定事業を行う者であるもの

五 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合及び生活衛生同業組合連合会であつて、その

直接又は間接の構成員の三分の二以上が五千万円（卸売業を主たる事業とする事業者につ

いては、一億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時五十

人（卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、百人）以下の従業員を使

用する者であるもののうち、特定事業を行うもの又はその構成員が特定事業を行う者であるも

の

六 酒造組合、酒造組合連合会及び酒造組合中央会であつて、その直接又は間接の構成員

たる酒類製造業者の三分の二以上が三億円以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総
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額とする法人又は常時三百人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販

組合連合会及び酒販組合中央会であつて、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の

三分の二以上が五千万円（酒類卸売業者については、一億円）以下の金額をその資本金の

額若しくは出資の総額とする法人又は常時五十人（酒類卸売業者については、百人）以下の

従業員を使用する者であるもの（以下「酒類業組合」と総称する。）

七 内航海運組合及び内航海運組合連合会であつて、その直接又は間接の構成員たる内航

海運事業を営む者の三分の二以上が三億円以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総

額とする法人又は常時三百人以下の従業員を使用する者であるもの

２ この法律において「小規模企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一 常時使用する従業員の数が二十人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者につ

いては、五人）以下の会社及び個人であつて、特定事業を行うもの

二 事業協同小組合であつて、特定事業を行うもの又はその組合員の三分の二以上が特定事

業を行う者であるもの

三 特定事業を行う企業組合であつて、その事業に従事する組合員の数が二十人以下のもの

四 特定事業を行う協業組合であつて、常時使用する従業員の数が二十人以下のもの

五 医業を主たる事業とする法人であつて、常時使用する従業員の数が二十人以下のもの（前

各号に掲げるものを除く。）

(以下略)
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１１ 中小企業支援法(抜粋) （昭和三十八年七月十五日法律第百四十七号）

（目的）

第一条 この法律は、国、都道府県等及び独立行政法人中小企業基盤整備機構が行う中小企

業支援事業を計画的かつ効率的に推進するとともに、中小企業の経営の診断等の業務に従

事する者の登録の制度を設けること等により、中小企業の経営資源の確保を支援し、もつて中

小企業の振興に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百

人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第二号の

三までに掲げる業種及び第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業とし

て営むもの

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人

以下の会社及び個人であつて、卸売業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を

主たる事業として営むもの

二の二 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数

が百人以下の会社及び個人であつて、サービス業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属

する事業を主たる事業として営むもの

二の三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数

が五十人以下の会社及び個人であつて、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属す

る事業を主たる事業として営むもの

三 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時

使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であつて、その

政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの

四 中小企業団体の組織に関する法律 （昭和三十二年法律第百八十五号）第三条第一項 に

規定する中小企業団体

五 特別の法律によつて設立された組合又はその連合会であつて、その直接又は間接の構成

員たる事業者の三分の二以上が第一号から第三号までの各号のいずれかに該当する者であ

るもの（前号に掲げるものを除く。）

２ この法律において「経営資源」とは、中小企業基本法 （昭和三十八年法律第百五十四号）

第二条第四項 に規定する経営資源をいう。

（中小企業支援計画）

第三条 経済産業大臣は、毎年、中小企業の経営資源の確保を支援する次に掲げる事業であ

つて、国、都道府県（政令で指定する市を含む。以下同じ。）及び独立行政法人中小企業基
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盤整備機構が行うもの（以下「中小企業支援事業」という。）の実施に関する計画を定めるもの

とする。

一 中小企業者の依頼に応じて、その経営方法に関し、経営の診断又は経営に関する助言を

行う事業

二 中小企業者の依頼に応じて、技術に関する助言を行う事業又はそのために必要な試験研

究を行う事業

三 中小企業の経営方法又は技術に関し、中小企業者又はその従業員に対して研修を行う事

業

四 中小企業支援担当者（国又は都道府県が行う第一号又は第二号に掲げる事業（第七条第

一項に規定する指定法人が行う同項に規定する特定支援事業を含む。）において、経営の診

断又は経営若しくは技術に関する助言を担当する者をいう。以下同じ。）を養成し、又は中小

企業支援担当者に対して研修を行う事業

五 前各号に掲げるもののほか、中小企業の経営の診断又は経営若しくは技術に関する助言

に関連する事業

２ 経済産業大臣は、前項の計画を定めるに当たつては、国、都道府県及び独立行政法人中

小企業基盤整備機構が行う事業が相互に重複しないようにするとともに、中小企業に関する団

体その他の民間事業者との協力及び役割分担の下に、中小企業の経営方法又は技術の状

況その他中小企業の発展の状況に応じて、適切に中小企業支援事業が行われるように配慮し

なければならない。

３ 経済産業大臣は、第一項の計画を定めるに当たつては、あらかじめ、中小企業政策審議会

の意見を聴くほか、都道府県知事（同項の政令で指定する市の市長を含む。以下同じ。）の意

見を求めるものとする。

４ 経済産業大臣は、第一項の計画を定めたときは、速やかにこれを都道府県知事に通知する

とともに、その要旨を公表しなければならない。

第四条 都道府県知事は、前条第四項の規定による通知を受けたときは、同条第一項の計画

に基づき、当該都道府県が行う中小企業支援事業の実施に関する計画を定めるよう努めるとと

もに、これを定めたときは、経済産業大臣に届け出るものとする。

２ 都道府県知事は、前項の計画を定めるに当たつては、地域における中小企業に関する団体

その他の民間事業者との協力及び役割分担の下に、当該都道府県の区域内における中小企

業者の数、中小企業の経営方法又は技術の状況その他中小企業の発展の状況に応じて、適

切に中小企業支援事業が行われるように配慮しなければならない。

（経済産業大臣の助言）

第五条 経済産業大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、都道府

県に対し、前条第一項の計画の作成及びこれに基づく中小企業支援事業の実施に関し助言

をすることができる。
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（基準の作成）

第六条 経済産業大臣は、中小企業支援事業の効率的な実施に資するため、中小企業政策

審議会の意見を聴いて、経済産業省令で、経営の診断又は経営若しくは技術に関する助言

の方法その他の事項について、中小企業支援事業の実施に関する基準を定めるものとする。

（指定）

第七条 都道府県知事は、次の各号に適合する者を、その申請により、当該都道府県に一を限

つて指定し、その者（以下「指定法人」という。）に、当該都道府県が行う中小企業支援事業の

うち特定支援事業を行わせることができる。

一 申請者が一般社団法人又は一般財団法人であること。

二 申請者が当該特定支援事業を適正かつ確実に実施することができると認められる者である

こと。

三 申請者が次条第二項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から五年を経過しな

い者でないこと。

２ 前項の特定支援事業とは、次に掲げる事業をいう。

一 中小企業者が行う電子計算機を利用して行う事業活動に関する経営の診断、助言、調査、

研究及び情報の提供（以下この項において「経営診断等」という。）を行う事業

二 中小企業者の経営に必要な資金の株式又は社債による調達の円滑な実施に資する経営

診断等を行う事業

三 中小企業者が技術革新の進展に即応した高度な産業技術の開発を行い、又は当該産業

技術を製品若しくは役務の開発、生産、販売若しくは役務の提供に利用する事業活動に関す

る経営診断等を行う事業

四 中小企業者が行うエネルギー及び特定物質（エネルギー等の使用の合理化及び資源の有

効な利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法 （平成五年法律第十八号）第二条第

二項 に規定する特定物質をいう。）の使用の合理化並びに資源の有効な利用（同法第三条

第一項 に規定する資源の有効な利用をいう。）の促進に資する事業活動に関する経営診断

等を行う事業

五 前各号に掲げるもののほか、中小企業者の経営方法又は技術に関し、高度の専門的な知

識及び経験を必要とするため当該都道府県が自ら行うことが困難な経営診断等を行う事業

(以下略)
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１２ 中小企業団体の組織に関する法律(抜粋)

（昭和三十二年十一月二十五日法律第百八十五号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、中小企業者その他の者が協同して経済事業を行うために必要な組織又

は中小企業者がその営む事業の改善発達を図るために必要な組織を設けることができるよう

にすることにより、これらの者の公正な経済活動の機会を確保し、もつて国民経済の健全な発

展に資することを目的とする。

第二条 削除

（中小企業団体等の種類）

第三条 この法律による中小企業団体は、次に掲げるものとする。

一 事業協同組合

二 事業協同小組合

三 火災共済協同組合

四 信用協同組合

五 協同組合連合会

六 企業組合

七 協業組合

八 商工組合

九 商工組合連合会

２ この法律による中小企業団体中央会は、次に掲げるものとする。

一 都道府県中小企業団体中央会

二 全国中小企業団体中央会

第二章 中小企業等協同組合

第四条 事業協同組合、事業協同小組合、火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合

会及び企業組合については、中小企業等協同組合法 （昭和二十四年法律第百八十一号。

以下「協同組合法」という。）の定めるところによる。

第二章の二 協業組合

（中小企業者の定義）

第五条 この章及び次章において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をい

う。

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百

人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第二号の

三までに掲げる業種及び第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業とし
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て営むもの

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人

以下の会社及び個人であつて、卸売業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を

主たる事業として営むもの

二の二 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数

が百人以下の会社及び個人であつて、サービス業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属

する事業を主たる事業として営むもの

二の三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数

が五十人以下の会社及び個人であつて、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属す

る事業を主たる事業として営むもの

三 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時

使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であつて、その

政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの

（目的）

第五条の二 協業組合は、その組合員の生産、販売その他の事業活動についての協業を図る

ことにより、企業規模の適正化による生産性の向上等を効率的に推進し、その共同の利益を

増進することを目的とする。

(以下略)
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１３ 中小企業憲章 (平成 22年 6月 18日閣議決定)

中小企業は、経済を牽引する力であり、社会の主役である。常に時代の先駆けとして積

極果敢に挑戦を続け、多くの難局に遭っても、これを乗り越えてきた。戦後復興期には、

生活必需品への旺盛な内需を捉えるとともに、輸出で新市場を開拓した。オイルショック

時には、省エネを進め、国全体の石油依存度低下にも寄与した。急激な円高に翻弄されて

も、産地で連携して新分野に挑み、バブル崩壊後もインターネットの活用などで活路を見

出した。

我が国は、現在、世界的な不況、環境・エネルギー制約、少子高齢化などによる停滞に

直面している。中小企業がその力と才能を発揮することが、疲弊する地方経済を活気づけ、

同時にアジアなどの新興国の成長をも取り込み日本の新しい未来を切り拓く上で不可欠で

ある。

政府が中核となり、国の総力を挙げて、中小企業の持つ個性や可能性を存分に伸ばし、

自立する中小企業を励まし、困っている中小企業を支え、そして、どんな問題も中小企業

の立場で考えていく。これにより、中小企業が光り輝き、もって、安定的で活力ある経済

と豊かな国民生活が実現されるよう、ここに中小企業憲章を定める。

１．基本理念

中小企業は、経済やくらしを支え、牽引する。創意工夫を凝らし、技術を磨き、雇用の

大部分を支え、くらしに潤いを与える。意思決定の素早さや行動力、個性豊かな得意分野

や多種多様な可能性を持つ。経営者は、企業家精神に溢れ、自らの才覚で事業を営みなが

ら、家族のみならず従業員を守る責任を果たす。中小企業は、経営者と従業員が一体感を

発揮し、一人ひとりの努力が目に見える形で成果に結びつき易い場である。

中小企業は、社会の主役として地域社会と住民生活に貢献し、伝統技能や文化の継承に

重要な機能を果たす。小規模企業の多くは家族経営形態を採り、地域社会の安定をもたら

す。

このように中小企業は、国家の財産ともいうべき存在である。一方で、中小企業の多く

は、資金や人材などに制約があるため、外からの変化に弱く、不公平な取引を強いられる

など数多くの困難に晒されてきた。この中で、大企業に重きを置く風潮や価値観が形成さ

れてきた。

しかし、金融分野に端を発する国際的な市場経済の混乱は、却って大企業の弱さを露わ

にし、世界的にもこれまで以上に中小企業への期待が高まっている。国内では、少子高齢

化、経済社会の停滞などにより、将来への不安が増している。不安解消の鍵となる医療、

福祉、情報通信技術、地球温暖化問題を始めとする環境・エネルギーなどは、市場の成長

が期待できる分野でもある。中小企業の力がこれらの分野で発揮され、豊かな経済、安心

できる社会、そして人々の活力をもたらし、日本が世界に先駆けて未来を切り拓くモデル
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を示す。

難局の克服への展開が求められるこのような時代にこそ、これまで以上に意欲を持って

努力と創意工夫を重ねることに高い価値を置かなければならない。中小企業は、その大い

なる担い手である。

２．基本原則

中小企業政策に取り組むに当たっては、基本理念を踏まえ、以下の原則に依る。

一．経済活力の源泉である中小企業が、その力を思う存分に発揮できるよう支援する資金、

人材、海外展開力などの経営資源の確保を支援し、中小企業の持てる力の発揮を促す。

その際、経営資源の確保が特に困難であることの多い小規模企業に配意する。中小企業

組合､業種間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。

二．起業を増やす

起業は、人々が潜在力と意欲を、組織の枠にとらわれず発揮することを可能にし、雇用

を増やす。起業促進策を抜本的に充実し、日本経済を一段と活性化する。

三．創意工夫で、新しい市場を切り拓く中小企業の挑戦を促す

中小企業の持つ多様な力を発揮し、創意工夫で経営革新を行うなど多くの分野で自由に

挑戦できるよう、制約の少ない市場を整える。また、中小企業の海外への事業展開を促

し、支える政策を充実する。

四．公正な市場環境を整える

力の大きい企業との間で実質的に対等な取引や競争ができず、中小企業の自立性が損な

われることのないよう、市場を公正に保つ努力を不断に払う。

五．セーフティネットを整備し、中小企業の安心を確保する

中小企業は、経済や社会の変化の影響を受け易いので、金融や共済制度などの面で、セ

ーフティネットを整える。また、再生の途をより利用し易いものとし、再挑戦を容易に

する。

これらの原則に依り、政策を実施するに当たっては、

・中小企業が誇りを持って自立することや、地域への貢献を始め社会的課題に取り組むこ

とを高く評価する

・家族経営の持つ意義への意識を強め、また、事業承継を円滑化する

・中小企業の声を聴き、どんな問題も中小企業の立場で考え、政策評価につなげる

・地域経済団体、取引先企業、民間金融機関、教育・研究機関や産業支援人材などの更な

る理解と協力を促す

・地方自治体との連携を一層強める

・政府一体となって取り組むこととする。
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３．行動指針

政府は、以下の柱に沿って具体的な取組を進める。

一．中小企業の立場から経営支援を充実・徹底する

中小企業の技術力向上のため、ものづくり分野を始めとする技術開発、教育・研究機関、

他企業などとの共同研究を支援するとともに、競争力の鍵となる企業集積の維持・発展

を図る。また、業種間での連携・共同化や知的財産の活用を進め、中小企業の事業能力

を強める。経営支援の効果を高めるため、支援人材を育成・増強し、地域経済団体との

連携による支援体制を充実する。

二．人材の育成・確保を支援する

中小企業の要諦は人材にある。働く人々が積極的に自己研鑽に取り組めるよう能力開発

の機会を確保する。魅力ある中小企業への就業や起業を促し、人材が大企業信仰にとら

われないよう、各学校段階を通じて健全な勤労観や職業観を形成する教育を充実する。

また、女性、高齢者や障害者を含め働く人々にとって質の高い職場環境を目指す。

三．起業・新事業展開のしやすい環境を整える

資金調達を始めとする起業・新分野進出時の障壁を取り除く。また、医療、介護、一次

産業関連分野や情報通信技術関連分野など今後の日本を支える成長分野において、中小

企業が積極的な事業を展開できるよう制度改革に取り組む。国際的に開かれた先進的な

起業環境を目指す。

四．海外展開を支援する

中小企業が海外市場の開拓に取り組めるよう、官民が連携した取組を強める。また、支

援人材を活用しつつ、海外の市場動向、見本市関連などの情報の提供、販路拡大活動の

支援、知的財産権トラブルの解決などの支援を行う。中小企業の国際人材の育成や外国

人材の活用のための支援をも進め、中小企業の真の国際化につなげる。

五．公正な市場環境を整える

中小企業の正当な利益を守る法令を厳格に執行し、大企業による代金の支払遅延・減額

を防止するとともに、中小企業に不合理な負担を招く過剰な品質の要求などの行為を駆

逐する。また、国及び地方自治体が中小企業からの調達に配慮し、受注機会の確保や増

大に努める。

六．中小企業向けの金融を円滑化する

不況、災害などから中小企業を守り、また、経営革新や技術開発などを促すための政策

金融や、起業、転業、新事業展開などのための資金供給を充実する。金融供与に当たっ

ては、中小企業の知的資産を始め事業力や経営者の資質を重視し、不動産担保や保証人

への依存を減らす。そのためにも、中小企業の実態に則した会計制度を整え、経営状況

の明確化、経営者自身による事業の説明能力の向上、資金調達力の強化を促す。

七．地域及び社会に貢献できるよう体制を整備する

中小企業が、商店街や地域経済団体と連携して行うものも含め、高齢化・過疎化、環境
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問題など地域や社会が抱える課題を解決しようとする活動を広く支援する。祭りや、ま

ちおこしなど地域のつながりを強める活動への中小企業の参加を支援する。また、熟練

技能や伝統技能の継承を後押しする。

八．中小企業への影響を考慮し政策を総合的に進め、政策評価に中小企業の声を生かす

関係省庁の連携は、起業・転業・新事業展開への支援策の有効性を高める。中小企業庁

を始め、関係省庁が、これまで以上に一体性を強めて、産業、雇用、社会保障、教育、

金融、財政、税制など総合的に中小企業政策を進める。その際、地域経済団体の協力を

得つつ、全国の中小企業の声を広く聴き、政策効果の検証に反映する。

（結び）

世界経済は、成長の中心を欧米からアジアなどの新興国に移し、また、情報や金融が短

時間のうちに動くという構造的な変化を激しくしている。一方で、我が国では少子高齢化

が進む中、これからは、一人ひとりが、力を伸ばし発揮することが、かつてなく重要性を

高め、国の死命を制することになる。したがって、起業、挑戦意欲、創意工夫の積み重ね

が一層活発となるような社会への変革なくしては、この国の将来は危うい。変革の担い手

としての中小企業への大いなる期待、そして、中小企業が果敢に挑戦できるような経済社

会の実現に向けての決意を政府として宣言する。
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